
 

   （ ２４ ） 

平成１９年３月期 個別中間財務諸表の概要 平成１８年１１月２０日 

上 場 会 社 名         株 式 会 社 横 浜 銀 行 上 場 取 引 所 東  証 
コ ー ド 番 号         ８３３２ 本社所在都道府県 神奈川県 
（ＵＲＬ  http://www.boy.co.jp/） 
代  表  者   頭 取   小 川  是 
問合せ先責任者  経営企画部主計室長  前 川 洋 二   ＴＥＬ （０４５）２２５－１１１１（大代表） 

決算取締役会開催日 平成１８年１１月２０日 配当支払開始日 平成１８年１２月 ８日 

単元株制度採用の有無 有（１単元 1,000 株） 
 
１．１８年９月中間期の業績（平成１８年 ４月 １日～平成１８年 ９月３０日） 

（１）経 営 成 績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 経 常 収 益       経 常 利 益       中間(当期)純利益 
１ 株 当 た り
中間(当期)純利益

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％    円   銭 

１８年９月中間期 １２２,９３８ ( ７.８) ５０,３９０ (１２.０) ３１,２９４ ( ９.３) ２２ ３２ 

１７年９月中間期 １１３,９７８ (△９.２) ４４,９６０ ( ４.７) ２８,６２３ ( ８.２) ２０ ２９ 

１８年３月期 ２４０,１９２  １０１,１６６ ６０,２５５  ４２ ７５ 
  
（注） ① 期中平均株式数     

１８年９月中間期 1,401,972,989 株 １７年９月中間期 1,410,576,594 株 １８年３月期 1,408,079,780 株 

② 会計処理の方法の変更 無 
③ 経常収益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

（２）財 政 状 態 

 総 資 産 純 資 産 
自己資本比率 

（注 1） 

1 株当たり 

純 資 産 
単体自己資本比率 
（国内基準）（注 2）

 百万円 百万円 ％   円  銭 ％ 

１８年９月中間期 １０,４９８,９８０ ６７６,８８５ ６.４ ４８３ ９６ １０.４２(速報値)

１７年９月中間期 １０,２６５,５０９ ６２２,１２６ ６.０ ４４２ ３６ １０.８９ 

１８年３月期 １０,５３６,２０９ ６８０,５４４ ６.４ ４８４ ４１ １０.９４ 
 
（注） ① 期末発行済株式数     

１８年９月中間期 1,398,624,082 株 １７年９月中間期 1,406,367,579 株 １８年３月期 1,404,780,127 株 

 ② 期末自己株式数    

１８年９月中間期 7,186,972 株 １７年９月中間期 961,475 株 １８年３月期 522,927 株 

（注 1）「自己資本比率」は、（中間期末純資産の部合計－中間期末新株予約権）を中間期末資産の部の合計で除して算出して

おります。 

（注 2）「単体自己資本比率（国内基準）」は、「銀行法第 14条の２の規程に基づき自己資本比率の基準を定める件（平成５年

大蔵省告示第 55号）」に基づき算出しております。 

 

２．１９年３月期の業績予想（平成１８年 ４月 １日～平成１９年 ３月３１日） 

 
経 常 収 益       経 常 利 益       当期純利益       

 百万円 百万円 百万円

通   期 ２６０,０００ １０８,０００ ６５,０００

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） ４６円４７銭 

 

３．配当状況 

・現金配当 １株当たり配当金（円） 

 中間期末 期末 年間 

１８年３月期  ９.００ ９.００ 

１９年３月期（実績） ３.５０ 

１９年３月期（予想）  ６.５０ 
１０.００ 

 

（注意事項） 本資料は、将来の業績に関する記述が含まれています。こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、リスクや不
確実性を内包するものです。将来の業績は、経営環境の変化などにより、見通しと異なる可能性があることに留意ください。 

業績予想の前提となる仮定等につきましては、添付資料の５ページを参照してください。 



株式会社　横浜銀行

第１４６期中(平成１８年９月３０日現在)中間貸借対照表

　　　（単位：百万円）

科       　　 目

現 金 預 け 金 364,971 9,300,356

買 入 金 銭 債 権 295,390 75,619

特 定 取 引 資 産 69,301 21,037

有 価 証 券 1,307,060 2,896

貸 出 金 8,133,184 57,363

外 国 為 替 4,058 188

そ の 他 資 産 105,224 40,000

有 形 固 定 資 産 135,873 182,517

無 形 固 定 資 産 12,545 22,730

繰 延 税 金 資 産 1,725 119,386

支 払 承 諾 見 返 119,386 9,822,095

貸 倒 引 当 金 △ 49,740

215,305

176,925

176,921

3

209,102

38,383

170,719

固定資産圧縮積立金 1,001

別 途 積 立 金 118,234

繰 越 利 益 剰 余 金 51,483

△ 6,564

594,769

49,688

△ 79

32,507

82,116

676,885

資 産 の 部 合 計 10,498,980 10,498,980

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

株 主 資 本 合 計

その他有価証券評価差額金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

そ の 他 資 本 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

自 己 株 式

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

（ 純資産の部 ）

資 本 金

そ の 他 負 債

負 債 の 部 合 計

再評価に係る繰延税金負債

支 払 承 諾

純 資 産 の 部 合 計

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

土 地 再 評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

預 金

譲 渡 性 預 金

コ ー ル マ ネ ー

社 債

特 定 取 引 負 債

借 用 金

外 国 為 替

金　　　　　額

（ 資 産 の 部 ）

金　　　　　額

（ 負 債 の 部 ）

科       　　 目

（ ２５ ）



株式会社　横浜銀行

  第１４６期中（ ）中間損益計算書

  科     目 金      額

１２２,９３８

８７,５３２

（ う ち 貸 出 金 利 息 ） （ ７７,１１８ ）

（ うち有価証券利息配当金 ） （ ６,６１４ ）

２２,４０４

４０７

３,８８５

８,７０７

７２,５４８

６,６２６

（ う ち 預 金 利 息 ） （ ４,１８４ ）

５,１２０

３９

２３９

４５,４７６

１５,０４５

５０,３９０

１,８０１

３７７

５１,８１４

１８,４９２

２,０２８

３１,２９４

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

役 務 取 引 等 費 用

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

役 務 取 引 等 収 益

特 定 取 引 収 益

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

（単位：百万円）

中 間 純 利 益

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

経 常 費 用

法人税、住民税及び事業税

特 定 取 引 費 用

資 金 調 達 費 用

法 人 税 等 調 整 額

特 別 利 益

特 別 損 失

税 引 前 中 間 純 利 益

平成１８年４月  １日から
平成１８年９月３０日まで

（ ２６ ）



株式会社　横浜銀行

       第１４６期中（ ）中間株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

固定資産
圧縮積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

215,179 176,795 3 176,798 38,383 1,457 90,234 60,417 190,492 △ 471 581,998

新株の発行 126 126 126 253

剰余金の配当 (注2) △ 12,643 △ 12,643 △ 12,643

役員賞与 (注2) △ 48 △ 48 △ 48

利益準備金の積立 (注2) 0 △ 0 － －

固定資産圧縮積立金
の取崩

(注2) △ 455 455 － －

別途積立金の積立 (注2) 28,000 △ 28,000 － －

中間純利益 31,294 31,294 31,294

自己株式の取得 △ 6,098 △ 6,098

自己株式の処分 △ 0 △ 0 5 5

土地再評価差額金の取崩 8 8 8

126 126 △ 0 126 0 △ 455 28,000 △ 8,934 18,610 △ 6,092 12,770

215,305 176,921 3 176,925 38,383 1,001 118,234 51,483 209,102 △ 6,564 594,769

66,030 － 32,516 98,546 680,544

新株の発行 253

剰余金の配当 (注2) △ 12,643

役員賞与 (注2) △ 48

利益準備金の積立 (注2) －

固定資産圧縮積立金
の取崩

(注2) －

別途積立金の積立 (注2) －

中間純利益 31,294

自己株式の取得 △ 6,098

自己株式の処分 5

土地再評価差額金の取崩 8

△ 16,341 △ 79 △ 8 △ 16,429 △ 16,429

△ 16,341 △ 79 △ 8 △ 16,429 △ 3,659

49,688 △ 79 32,507 82,116 676,885

（注1）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
（注2）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。

その他利益剰余金
利益剰余金

合計

評価・
換算差額等

合計

純資産
合計

平成18年９月30日残高

評価・換算差額等

繰延
ヘッジ
損益

土地再評
価差額金

その他有価
証券評価差
額金

平成18年３月31日残高

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計

中間会計期間中の変動額

株主資本

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

資本金 利益
準備金

株主資本
合計

自己株式

平成18年３月31日残高

中間会計期間中の変動額

平成18年９月30日残高

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計

平成１８年４月  １日から
平成１８年９月３０日まで

（ ２７ ）



株式会社 横 浜 銀 行 

（ ２８ ） 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．特定取引資産・負債

の評価基準及び収益・

費用の計上基準 

金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間

の格差等を利用して利益を得る等の目的（以下「特定取引目的」）の取引については、取引

の約定時点を基準とし、中間貸借対照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上す

るとともに、当該取引からの損益を中間損益計算書上「特定取引収益」及び「特定取引費

用」に計上しております。 

特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については中間決算日

の時価により、スワップ・先物・オプション取引等の派生商品については中間決算日におい

て決済したものとみなした額により行っております。 

また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当中間会計期間中の受払利息等に、

有価証券、金銭債権等については前事業年度末と当中間会計期間末における評価損益の増減

額を、派生商品については前事業年度末と当中間会計期間末におけるみなし決済からの損益

相当額の増減額を加えております。 

２．有価証券の評価基準

及び評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額

法）、子会社株式及び関連会社株式については移動平均法による原価法、その他有価証券の

うち時価のあるものについては、中間決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動

平均法により算定）、時価のないものについては、移動平均法による原価法又は償却原価法

により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しておりま

す。 

３．デリバティブ取引の

評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により行っておりま

す。 

４．固定資産の減価償却

の方法 

(1）有形固定資産 

有形固定資産は、定率法（ただし、平成10年４月１日以後に取得した建物（建物附属設

備を除く）については定額法）を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上

しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物：２年～60年 

動産：２年～20年 

(2）無形固定資産 
無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフト

ウェアについては、行内における利用可能期間（主として５年）に基づいて償却しており
ます。 

５．繰延資産の処理方法  株式交付費は、支出時に全額費用として処理しております。 

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。

 破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」とい

う。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）

に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担

保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しておりま

す。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認めら

れる債務者（以下、「破綻懸念先」という。）に係る債権については、債権額から、担保

の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支

払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。 

 破綻懸念先で、債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的

に見積もることができる債権については、当該キャッシュ・フローを当初の約定利子率で

割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見

積法）により引き当てております。また、上記以外の債務者であっても、従来よりキャッ

シュ・フロー見積法による引当を行っており、経営改善計画等の期間内にある債務者につ

いては、引き続きキャッシュ・フロー見積法による引当を行っております。 

 上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率

等に基づき計上しております。 

 すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当

該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上

記の引当を行っております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保

の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額とし

て債権額から直接減額しており、その金額は 78,664百万円であります。 

 



株式会社 横 浜 銀 行 

（ ２９ ） 

 

 
当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 (2）退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、当中間会計期末において発生していると認められる額

を計上することとしております。なお、当中間会計期間末においては、信託財産及び年金

資産の合計額が退職給付債務を一時的に超過したため当該差額をその他資産に計上してお

ります。 

また、数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。 

 

数理計算上の差異 

 各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（15年）による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理 

７．外貨建て資産及び負

債の本邦通貨への換算

基準 

外貨建資産・負債は、中間決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

８．リース取引の処理方

法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

９．ヘッジ会計の方法 (1）金利リスク・ヘッジ 

 金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における

金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別

監査委員会報告第24号）に規定する繰延ヘッジによることとしております。ヘッジ有効性

評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸

出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の残存期間毎にグルーピングのうえ

特定し評価することとしております。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについ

ては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をす

ることとしております。 

また、当中間会計期間末の中間貸借対照表に計上している繰延ヘッジ損益のうち、「銀

行業における金融商品会計基準適用に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公

認会計士協会業種別監査委員会報告第15号）を適用して実施しておりました多数の貸出

金・預金等から生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体で管理する従来の「マ

クロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損益は、「マクロヘッジ」で指定したそれぞれのヘッジ

手段の残存期間・想定元本金額に応じ平成15年度から５年間にわたって、資金調達費用又

は資金運用収益として期間配分しております。 

なお、当中間会計期間末における「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損失は 178百万

円（税効果額控除前）、繰延ヘッジ利益は 33百万円（同前）であります。 

 (2）為替変動リスク・ヘッジ 

 外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行

業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計

士協会業種別監査委員会報告第25号）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有

効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行

う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建

金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認するこ

とによりヘッジの有効性を評価しております。 

 

上記(1)(2)以外のヘッジ会計の方法として、一部の資産・負債については個別ヘッジを

適用しており、繰延ヘッジを行っております。 

10．消費税等の会計処理  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号平成17年12月９日）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号平成17年12月９日）を当中間会

計期間から適用しております。 

当中間会計期間末における従来の「資本の部」に相当する金額は 676,965百万円であります。 

なお、当中間会計期間における中間貸借対照表の純資産の部については、中間財務諸表等規則及び銀行法施行規則

の改正に伴い、改正後の中間財務諸表等規則及び銀行法施行規則により作成しております。 

 

表示方法の変更 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省令第10号）別紙様式が「無尽業法施行細則等の一部を改正する内閣府令」

（内閣府令第60号平成18年４月28日）により改正され、平成18年４月１日以後開始される事業年度から適用されるこ

とになったこと等に伴い、当中間会計期間から下記のとおり表示を変更しております。 

(1) 「利益剰余金」に内訳表示していた「任意積立金」及び「中間未処分利益」は、「その他利益剰余金」の「固定

資産圧縮積立金」、「別途積立金」及び「繰越利益剰余金」として表示しております。 

(2) 純額で繰延ヘッジ損失として「その他資産」に含めて計上していたヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、税効

果額を控除のうえ評価・換算差額等の「繰延ヘッジ損益」として相殺表示しております。 

(3) 「動産不動産」は、「有形固定資産」、「無形固定資産」又は「その他資産」に区分して表示しております。 

(4) 「その他資産」に含めて表示していたソフトウェアは、「無形固定資産」に含めて表示しております。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 
当中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
  
１．関係会社の株式及び出資額総額 5,758百万円
  
２．貸出金のうち、破綻先債権額は 4,198百万円、延滞債権額は 157,865百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息

の取立て又は弁済の見込がないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下、

「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号のイから

ホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目

的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

３．貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は 5,206百万円であります。 

なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日を起算日として３ヵ月以上遅延している

貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 43,932百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶

予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３ヵ

月以上延滞債権に該当しないものであります。 

５．破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は 211,202百万円でありま

す。 

 なお、上記２．から５．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

６．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会

業種別監査委員会報告第24号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形及び買入

外国為替は、売却又は再担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は 75,413百万

円であります。 

７．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 
  

有価証券 440,157百万円

貸出金 127,576百万円
  

担保資産に対応する債務 
 

預金 26,637百万円
  

上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券 128,091百万円を差し

入れております。また、その他資産のうち保証金は 6,370百万円であります。 

８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約

上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これら

の契約に係る融資未実行残高は、1,800,245百万円であります。このうち契約残存期間が１年以内のものが1,244,086

百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当

行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債

権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行の申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をす

ることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴

求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直

し、与信保全上の措置等を講じております。 
  

９．有形固定資産の減価償却累計額 102,486百万円 
  
10．有形固定資産の圧縮記帳額 113,120百万円 

（当中間会計期間圧縮記帳額 －百万円）
  
11．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金55,000百万円が含ま

れております。 

12．社債は、劣後特約付社債であります。 
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当中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 

13．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差

額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控

除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 
  

再評価を行った年月日 平成10年３月31日
  

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第１号に定める「地価公示法

第６条に規定する標準地について同条の規定により公示された価格」に基づいて、近隣売買事例による補正等合

理的な調整を行って算出。 

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当中間会計期間末における時価の合計額と当該事業用土地の再

評価後の帳簿価額の合計額との差額    42,335百万円 

 

（中間損益計算書関係） 
当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．減価償却実施額は下記のとおりであります。 

建物・動産   2,491百万円 

その他     1,945百万円 

２．その他経常収益には、株式等売却益 7,119百万円を含んでおります。 

３．その他経常費用には、貸出金償却 9,636百万円及び貸倒引当金繰入額 3,084百万円を含んでおります。 

 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前事業年度末 

株式数 

（千円） 

当中間会計期間

増加株式数 

（千円） 

当中間会計期間

減少株式数 

（千円） 

当中間会計期間

末株式数 

（千円） 
摘 要 

自己株式      

普通株式 522 6,670 5 7,186 （注） 

合計 522 6,670 5 7,186  

（注） 当中間会計期間中の変動事由は、自己株式取得のための市場買付並びに単元未満株式の買取請求及び買増請求

によるものであります。 

２．前事業年度における「動産不動産圧縮積立金」は、「固定資産圧縮積立金」として表示しております。 

 

（リース取引関係） 

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 

 

（有価証券関係） 

○子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

Ⅰ 前中間会計期間末（平成17年９月30日現在） 

該当事項はありません。 

Ⅱ 当中間会計期間末（平成18年９月30日現在） 

該当事項はありません。 

Ⅲ 前事業年度末（平成18年３月31日現在） 

該当事項はありません。 

 



株式会社　横 浜 銀 行

 比 較 中 間 貸 借 対 照 表 （ 主 要 内 訳 ）
（単位：百万円）

364,971 441,876 △ 76,905 305,842 59,129

－ 70,464 △ 70,464 － －

－ 30,000 △ 30,000 19,900 △ 19,900

295,390 237,114 58,276 304,277 △ 8,887

69,301 28,380 40,921 28,386 40,915

1,307,060 1,263,018 44,042 1,362,042 △ 54,982

8,133,184 7,850,550 282,634 8,124,729 8,455

4,058 5,500 △ 1,442 5,324 △ 1,266

105,224 94,279 10,945 171,488 △ 66,264

－ 141,934 － 142,401 －

135,873 － － － －

12,545 － － － －

1,725 25,996 △ 24,271 － 1,725

119,386 130,317 △ 10,931 126,502 △ 7,116

△ 49,740 △ 53,923 4,183 △ 54,686 4,946

10,498,980 10,265,509 233,471 10,536,209 △ 37,229

9,300,356 9,092,126 208,230 9,435,603 △ 135,247

75,619 114,075 △ 38,456 41,661 33,958

21,037 373 20,664 293 20,744

2,896 2,160 736 5,124 △ 2,228

57,363 34,409 22,954 58,359 △ 996

188 60 128 99 89

40,000 65,000 △ 25,000 65,000 △ 25,000

182,517 182,123 394 92,807 89,710

－ － － 7,478 △ 7,478

22,730 22,736 △ 6 22,736 △ 6

119,386 130,317 △ 10,931 126,502 △ 7,116

9,822,095 9,643,383 178,712 9,855,664 △ 33,569

－ 214,944 － 215,179 －

－ 176,563 － 176,798 －

－ 176,560 － 176,795 －

－ 3 － 3                 －

－ 162,088 － 190,492 －

－ 38,383 － 38,383 －

－ 91,691 － 91,691 －

－ 32,013 － 60,417 －

－ 31,993 － 32,516 －

－ 37,217 － 66,030 －

－ △ 680 － △ 471 －

－ 622,126 － 680,544 －

－ 10,265,509 － 10,536,209 －

215,305 － － － －

176,925 － － － －

176,921 － － － －

3 － － － －

209,102 － － － －

38,383 － － － －

170,719 － － － －
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 1,001 － － － －
別 途 積 立 金 118,234 － － － －
繰 越 利 益 剰 余 金 51,483 － － － －

△ 6,564 － － － －

594,769 － － － －

49,688 － － － －

△ 79 － － － －

32,507 － － － －

82,116 － － － －

676,885 － － － －

10,498,980 － － － －

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

科    目

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

自 己 株 式

株 主 資 本 合 計

土 地 再 評 価 差 額 金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

利 益 剰 余 金

(純 資 産 の 部)

純 資 産 の 部 合 計

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 準 備 金

任 意 積 立 金

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

資 本 金

資 本 剰 余 金

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

自 己 株 式

資 本 の 部 合 計

負 債 及 び 資 本 の 部 合 計

土 地 再 評 価 差 額 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

支 払 承 諾

負 債 の 部 合 計

(資 本 の 部)

資 本 金

社 債

そ の 他 負 債

繰 延 税 金 負 債

再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債

コ ー ル マ ネ ー

特 定 取 引 負 債

借 用 金

外 国 為 替

資 産 の 部 合 計

（負 債 の 部）

預 金

譲 渡 性 預 金

無 形 固 定 資 産

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾 見 返

貸 倒 引 当 金

外 国 為 替

そ の 他 資 産

動 産 不 動 産

有 形 固 定 資 産

買 入 金 銭 債 権

特 定 取 引 資 産

有 価 証 券

貸 出 金

（資 産 の 部）

現 金 預 け 金

コ ー ル ロ ー ン

買 入 手 形

平成１８年
中間期末(Ａ)

平成１７年
中間期末(Ｂ)

比　　較
(Ａ)-(Ｃ)

比　　較
(Ａ)-(Ｂ)

平成１７年度末
(要約)(Ｃ)

（ ３３ ）



株式会社　横 浜 銀 行

 比 較 中 間 損 益 計 算 書（主 要 内 訳）
（単位：百万円）

122,938 113,978 8,960 240,192

資 金 運 用 収 益 87,532 84,688 2,844 173,130

（ う ち 貸 出 金 利 息 ） ( 77,118 ) ( 76,057 ) ( 1,061 ) ( 150,897 )

（うち有価証券利息配当金） ( 6,614 ) ( 5,758 ) ( 856 ) ( 15,981 )

役 務 取 引 等 収 益 22,404 22,223 181 48,447

特 定 取 引 収 益 407 171 236 385

そ の 他 業 務 収 益 3,885 5,070 △ 1,185 13,742

そ の 他 経 常 収 益 8,707 1,825 6,882 4,485

72,548 69,018 3,530 139,025

資 金 調 達 費 用 6,626 3,374 3,252 6,875

（ う ち 預 金 利 息 ） ( 4,184 ) ( 1,865 ) ( 2,319 ) ( 4,222 )

役 務 取 引 等 費 用 5,120 4,229 891 11,128

特 定 取 引 費 用 39 － 39 －

そ の 他 業 務 費 用 239 3,190 △ 2,951 8,924

営 業 経 費 45,476 43,857 1,619 89,068

そ の 他 経 常 費 用 15,045 14,365 680 23,028

50,390 44,960 5,430 101,166

1,801 2,931 △ 1,130 3,795

377 228 149 557

51,814 47,663 4,151 104,404

18,492 10,225 8,267 21,578

2,028 8,814 △ 6,786 22,570

31,294 28,623 2,671 60,255

－ 29,155 － 29,155

－ 54 － △ 467

－ 25,820 － 28,525

－ 32,013 － 60,417

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

平成17年度
（要約）

科 目
平成18年

中間期（A）
平成17年

中間期（B）
比     較

（A）－（B）

中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額

自 己 株 式 消 却 額

特 別 損 失

税引前中 間（ 当期 ）純 利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

経 常 収 益

経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

　　（ ３４ ）－了




